
みてね広告取引等に関する利用規約（代理店取引） 

本規約は、株式会社 MIXI（以下「当社」という）が運営する「家族アルバム みてね」（以下

「本件媒体」という）への広告掲載サービス（これに付随し実施される広告制作及び本件媒体

外での広告宣伝活動を含む。詳細は第５条に定める。以下「本件サービス」という）を、広告

主のために代理店として当社に申し込み、当社が承諾した法人その他の事業者（以下「代理店」

という）と当社との間に適用される基本的事項を定めるものである。 

第１条（目的） 

本規約は、代理店が本件サービスの営業活動を行い、当社が本件サービスを実施する条件につ

いて定めるものとし、代理店及び当社両者のビジネスの発展に資することを目的とする。なお、

代理店が本規約に基づき当社に発注する広告を「本件広告」という。 

第２条（契約の履行） 

代理店及び当社は、本件サービスによる両者の繁栄と発展は、代理店及び当社両者の共同作業

を通じて初めて達成されるものであることを認識し、自らの業務を誠実に実施するのみならず、

本規約に基づく相手方の業務の実施に対しても誠意を持って協力するものとする。 

第３条（完全合意） 

本規約は、締結日現在における代理店及び当社両者の全ての合意を規定したものであり、本規

約締結以前の代理店と当社との間でなされた協議内容、合意事項あるいは一方当事者から相手

方に提供された各種資料、申入れ等と本規約の内容とに齟齬がある場合は、本規約が優先する

ものとする。 

第４条（代理店の営業活動） 

代理店は、代理店の費用と責任において、代理店の名義で広告主を開拓・発掘するものとする。

代理店は、かかる営業活動に伴う一切の費用と責任を負担する。 

2．代理店は、営業活動の結果、広告主から本件サービスの申し込みを受けたときは、速やかに

当社に通知し、第６条に基づき当社と個別契約を締結する。 

3．個別契約が成立した場合、代理店は広告主及び当社との連絡事務の一切を代理店の費用と責

任をもって行うものとする。 

4．当社は、代理店が本件サービスの営業活動を行うにあたり、当社が事前に承諾した内容・範

囲で、当社及び本件媒体の名称及び商標、著作物、ガイドライン等（第７条で定義）の情報

等を使用することを許諾する。但し、当該使用許諾は、当該営業活動のための使用の他は何

らの権利の許諾をするものではなく、第三者をして代理店及び当社の営業を誤認・混同させ

るような態様での使用をしてはならない。 

5．代理店は、当社に対し、広告主の情報と取り扱いサービス詳細の情報を当社の求めたタイミ



ングで必ず開示しなければならない。 

6．代理店は、個別契約の締結よりも前の出稿枠の確保及び仮押さえはできないものとし、個別

契約の締結のタイミングにより出稿枠に変動が生じることあらかじめ承諾する。 

7．代理店は、営業活動を行うにあたり、当社の事前の承諾を得ることなく、本件媒体の名称及

び商標、著作物、配信ガイドライン等（第７条で定義）などの資料の情報等の修正を行って

はならない。 

第５条（本件サービスの内容） 

本件サービスの内容は以下のとおりとし、本件サービスのうち当社は個別契約（次条に定義）

に定める項目について代理店に対し提供を行う。以下、本件サービスに基づき当社により制作

されたコンテンツを「本件制作コンテンツ」といい、本件制作コンテンツのうち第３号に基づ

く成果物を「本件タイアップページ」という。 

（1）本件媒体への本件広告の掲載 

（2）本件媒体に掲載する広告種別により個別発生する広告コンテンツの制作 

（3）本件媒体とのタイアップページの企画、制作 

（4）本件広告からの指定ウェブサイト（以下「誘導先」という）への誘導 

（5）その他代理店及び当社が合意した業務 

第６条（個別契約） 

本規約は、特段の定めがない限り、本規約の有効期間中に代理店と当社との間で締結される本

件サービスに関わる全ての個々の契約（以下「個別契約」という）に共通に適用される。本件

サービスは定型のサービスとなり、本規約及び当社の別途定める基準において提供される。た

だし、個別契約にて本規約と異なる定めがなされた場合、個別契約の定めが優先して適用され

るものとする。 

2．代理店及び当社は、個別契約において以下の事項を定めるものとする（当該個別契約におい

て取り扱わない事項は除く）。 

（1）広告主 

（2）申込日 

（3）本件サービスの内容・目的 

（4）本件広告の掲載期間・掲載箇所 

（5）本件広告の掲載料金 

（6）本件制作コンテンツ、本件タイアップページの制作費及び二次利用費 

（7）その他代理店及び当社が合意した事項 



3．当社が代理店に対して支払うべき代理店手数料がある場合には、個別契約において定める。 

4．個別契約には当社所定の書式を用いるものとする。個別契約は、書面をもって行うものとし、

代理店により記名押捺した書面を当社に交付して申し込み、当社がこれを承諾した時点で成

立するものとする。 

5．代理店及び当社は、特段の異議の無いときは、前項の書面の交付を省略し、電子メールの送

付をもって個別契約の申し込み及び承諾を行うことができるものとする。その場合、代理店

は第２項各号のうち、当該個別契約において必要な事項の全てを記載した電子メールを当社

指定の電子メールアドレス宛に送付することにより申し込みを行い、当社より当該申し込み

を承諾する旨を明示した電子メールを代理店指定の電子メールアドレス宛に送付することに

より、個別契約が成立するものとする。 

第７条（本件広告の掲載） 

代理店は、本件サービスの利用にあたって、当社の定める「みてねブランドパートナー紹介資

料」、「みてねブランドパートナー_制作ガイドライン」及びその他配信条件を定めるガイドラ

イン等（以下「配信ガイドライン等」という。名称の如何を問わず、当該ガイドラインの名称

が変更された場合には、変更後の名称を含むものとする。）を遵守しなければならない。ただ

し、配信ガイドライン等は法的アドバイスを意図して作成されたものではなく、代理店は自ら

の責任において、本件広告について適用される全ての法律、規定、条例等を確認し、遵守する。 

2．当社は、本件広告が配信ガイドライン等を遵守していることを確認するために、代理店から

入稿された本件広告に関する URL に対してクローリング審査を実施することができる。当該

審査において、当社は以下の項目を確認するものとする。  

（1） 景品表示法、薬機法、医療広告ガイドライン等の各種法令及び公的ガイドラインへの抵

触の有無 

（2）本件サービスの利用者（家族、子ども等）に対し、不快感、違和感、または過度な不安

感を与える表現が含まれていないか等の、プロダクトの適合性及びブランド安全性  

3．代理店は、当社によるクローリング審査ができない場合、又は前項各号に基づく審査により

当社が不適切と判断した場合は、本件広告の掲載ができないことがある旨を予め了承し、ま

たクローリング実施時のみ本件広告を改変することは行わないことを確約する。なお、当社

は、審査の結果により、代理店に損害が発生した場合でも一切責任を負わないものとする。 

4．本件広告の内容及び形式並びに誘導先については配信ガイドライン等に従って当社所定の審

査が行われる。当該審査を通過しない場合、広告配信はできないものとする。代理店は、当

該審査を通過した後に本件広告の全部又は一部の内容又は形式若しくは誘導先に変更が生じ

た場合には、再度当社所定の審査を受けなければならない。なお、当該審査は、本件広告の

内容及び形式並びに誘導先の内容の適法性、安全性、信頼性、正確性、完全性、有効性、特

定の目的への適合性、セキュリティ等に関する欠陥、エラーやバグ、権利侵害等、事実上又

は法律上の瑕疵がないことをなんら担保するものではない。 



5．当社は、本件広告の配信後であっても、配信ガイドライン等に抵触していると判断した場合

は、本件サービスの提供を停止・中止等の措置をとることができるものとする。 

6．当社は、前項の措置をとった場合は代理店に対して通知するものとし、代理店に対して、そ

の理由を説明するように努めるものとする。また、当社は、配信ガイドライン等の基準を満

たさないと判断した本件広告につき、当該本件広告の配信を行わなかったことに起因して、

代理店に損害が生じた場合であっても、当社は一切の責任を負わないものとする。 

7．当社は、不定期に配信ガイドライン等の内容を更新・変更することができる。その場合、当

社は原則として代理店に事前に通知を行うものとする。 

8．前項の定めにかかわらず、代理店は、本規約又は個別契約締結後であっても、代理店へ事前

に通知することなく、当社が配信ガイドライン等に定める広告配信ロジックの見直し及び算

定方法の更新・変更を行うことをあらかじめ承諾する。 

9．代理店は、第１５条に基づき第三者に本規約の業務を委託した場合は、配信ガイドライン等

の内容を当該第三者に十分に説明し熟知させなければならない。 

第８条（制作） 

当社は、個別契約に定める場合、本件制作コンテンツ又は本件タイアップページの制作を実施

する。 

2．代理店は当社に対し、当社が本件制作コンテンツ又は本件タイアップページの制作を行うた

めに必要となる素材、情報等（以下「代理店素材」という）を、当社の求めに応じ提供する。 

3．本件制作コンテンツ及び本件タイアップページの著作権（著作権法第２７条及び第２８条の

権利を含む）その他の知的財産権は、代理店素材に関するものを除き、当社に帰属するもの

とする。 

4．代理店は、当社の事前の承諾を得ることなく、本件広告を本件サービス以外で使用してはな

らない。 

第９条（支払い） 

代理店と当社との間の個別契約にて定める本件広告の掲載料金、本件制作コンテンツ及び本件

タイアップページの制作費の支払い条件等は以下に定めるとおりとする。 

2．本件広告の掲載料金の支払は以下のとおりとする。 

（1）当社は、第６条第２項に定める本件広告の掲載料金から、第６条第３項に定める代理店

手数料を控除した金額について、第６条第２項に定める掲載期間の終了日が属する月の翌

月第５営業日までに代理店に対し請求書を発行して請求するものとする。 

（2）代理店は当社からの前号の請求書受領後、当該請求書に基づき、前号の掲載期間が終了

した日の属する月の翌月末日までに、請求額を当社が指定する銀行口座に振り込むものと

する。なお、振込手数料は代理店の負担とする。 



3．本件制作コンテンツ、本件タイアップページの制作費の支払は以下のとおりとする。 

（1）当社は、第６条第２項に定める本件制作コンテンツ又は本件タイアップページの制作費

から、第６条第３項に定める代理店手数料を控除した金額について、第６条第２項に定め

る掲載期間の開始日が属する月の翌月第５営業日までに代理店に対し請求書を発行して請

求するものとする。 

（2）代理店は当社からの前項の請求書受領後、当該請求書に基づき、前号の掲載期間の開始

日が属する月の翌月末日までに、請求額を当社が指定する銀行口座に振り込むものとする。

なお、振込手数料は代理店の負担とする。 

4．代理店が本条に定める支払期日までに本件広告の掲載料金又は本件制作コンテンツ・本件タ

イアップページの制作費を支払わなかった場合、代理店は、支払期日の翌日から債務完済の

日までの遅延金額の合計に年１４．６％の遅延損害金を加算して当社に支払わなければなら

ない。この遅延損害金は、１年３６５日による日割り計算とし、１円未満の端数は切り捨て

るものとする。 

5．代理店は、広告主から本件サービスに関する対価の現実の支払いがない場合であっても、当

社に対する本条に定める対価の支払いを拒否、延期又は遅滞することはできない。 

第１０条（運営体制） 

代理店及び当社は、本規約締結後、速やかに本規約に基づく業務を遂行するための連絡確認体

制その他の本件サービス推進体制を定め、それぞれ相手方に通知するものとする。 

第１１条（秘密保持義務） 

本規約において「秘密情報」とは、本規約の業務を遂行するうえで相手方から秘密である旨を

特定のうえ、開示を受けた相手方又は広告主に関する技術、事業、営業その他に関する情報で

あり、その開示又は提供される手段、媒体を問わない。但し、以下のものは除く。 

（1）開示前に公知になっていた情報 

（2）開示後に公知になった情報。但し、かかる公表が本規約違反や違法な場合を除く 

（3）開示前に被開示者が所有していた情報 

（4）開示後に正当な権原を持つ第三者から何ら秘密保持義務を負わず適法に入手した情報 

（5）秘密情報に依拠することなく独自に開発した情報 

2．代理店及び当社は、適切な措置を講じることによって秘密情報を秘密として保持するととも

に、相手方の書面による事前の同意なくして第三者に開示、漏洩してはならない。 

3．代理店及び当社は、秘密情報を本規約の業務を遂行するためにのみ使用し、他の目的のため

に使用しないものとする。 

4．代理店及び当社は、相手方の書面による事前の同意なくして、秘密情報を本規約の業務を遂

行するために必要最小限度の範囲を超えて複製・複写することはできない。 



5．代理店及び当社は、その内部においても、本規約の業務を遂行するために必要最小限度の役

員、従業員、弁護士若しくは税理士等の職務上守秘義務を負う専門家に対してのみ秘密情報

を開示し、それら役員、従業員、弁護士若しくは税理士等の職務上守秘義務を負う専門家に

ついても自己と同様の守秘義務を負わせるとともに適切な監督を行い、その行為につき一切

の責任を負うものとする。 

6．代理店及び当社は、本規約が終了したとき又は相手方から求められたときは、秘密情報（複

製・複写された物を含む）を相手方に返還し、又は相手方の指示に従い廃棄するものとする。 

7．法令又は公権力により、秘密情報の開示が義務付けられたときは、代理店及び当社は当該義

務の範囲内において、相手方に通知のうえ、秘密情報を開示することができる。但し、これ

により本条各項の義務が免除されるものではない。 

第１２条（個人情報の保護） 

本規約において、「個人情報」とは、個人に関する情報であって、当該情報に含まれる記述、

個人別に付された番号、記号その他の符号、又は画像若しくは音声により特定の個人を識別す

ることのできるもの（当該情報のみでは識別できないが、他の情報と容易に照合することがで

き、それにより当該個人を識別できるものを含む。）をいう。 

2．代理店及び当社は、本規約の業務を遂行する上で個人情報を取得したり、又は開示を受けた

りした場合、かかる個人情報を、本規約並びに相手方の指示に従って、収集した個人情報の

利用目的（以下「本利用目的」という）の範囲でかつ本規約の業務を遂行するのに必要な範

囲に限って利用するものとし、個人情報を秘密として厳重に保管するため合理的な措置を講

ずるとともに、相手方の事前の書面による承諾なしに、第三者に開示、漏洩、提供し又は使

用させてはならないものとする。なお、本利用目的は本規約の業務を遂行する上で必要な範

囲に限られ、代理店または広告主における内部の利用であっても本件広告の対象となる製

品・サービス等のマーケティング以外では個人情報を利用してはならない。ただし、本件媒

体の利用者（ユーザー）から当社が直接又は間接に取得した情報（本件広告の掲載、並びに

本件サービスに付随又は関連して実施される懸賞、アンケート、キャンペーン、及びイベン

ト等への応募や参加を通じて取得した情報を含むが、これらに限られない）については、当

社のプライバシーポリシーに従い、当社のサービス改善、開発、及びマーケティング活動

（ターゲティング広告の配信、情報の提供、統計データの作成・分析、及びこれらに付随す

る業務等を含む）の範囲において取り扱われるものとする。 

3．代理店及び当社は、本規約の業務を遂行する上で個人情報の収集を行う場合は、本規約並び

に相手方の指示及び法律上の義務に従い、本利用目的の範囲でかつ本規約の業務の遂行に必

要な範囲に限って、適切かつ公正な手段により行うものとする。代理店及び当社は、個人情

報の主体に対し、本利用目的及び利用方法について通知又は公表し、個人情報の主体が要求

する場合はさらに詳細な説明を行うものとする。 

4．代理店及び当社は、本規約の業務に従事する者以外の者に本規約の業務にかかる個人情報を

取り扱わせてはならないものとし、また、本規約の業務に従事する役員、従業員及び代理人



に、その在職中及びその退職後においても、本規約に基づく個人情報の秘密保持義務を遵守

させるものとする。 

5．代理店及び当社は、相手方の事前の書面による承諾を得ることなしに、本規約の業務にかか

る個人情報を複写又は複製してはならない。但し、本利用目的の範囲でかつ本規約の業務の

遂行上必要最小限の範囲で行う複写又は複製についてはこの限りではない。 

6．代理店及び当社は、相手方の指示に従い、本規約の業務にかかる個人情報を正確かつ最新の

状態で保管するものとする。 

7．相手方が別途に個人情報の管理方法を指示するときは、代理店及び当社は、合理的な範囲で

これに従わなければならないものとし、また、相手方が個人情報の管理方法について改善を

申し入れた場合、合理的な範囲でこれに従わなければならないものとする。 

8．第２項ただし書に定める当社による情報の取扱いについては、本条第３項乃至第７項の規定

のうち、相手方の指示、承諾又は管理方法に関する規定は適用されないものとする。 

 

第１３条（個人情報に関する責任） 

代理店及び当社は、本規約の業務にかかる個人情報に対する不正アクセス又は個人情報の紛失、

破壊、改竄、漏洩等の事故が発生したときは、当該事故の発生原因の如何にかかわらず、直ち

にその旨を相手方に報告し、相手方の指示に従って直ちに応急措置を講じるものとする。なお、

当該措置を講じた後、直ちに当該事故及び応急措置の報告並びに事故再発防止策を書面により

相手方に提示しなければならない。 

2．前項の事故が代理店又は当社の本規約の違反に起因する場合において、相手方が情報主体又

は顧客等から損害賠償請求その他の請求を受けたときは、代理店及び当社は相手方に対し、

その解決のために要した費用を合理的な範囲で求償することができる。なお、当該求償権の

行使は、相手方に対する損害賠償請求権の行使を妨げるものではない。 

3．本条第１項の事故が代理店又は当社の本規約の違反に起因する場合は、代理店及び当社は、

前二項のほか、当該事故の拡大防止や収拾のために必要な措置について、相手方の別途の指

示に従うものとする。 

第１４条（保証、異議等への対処） 

代理店は当社に対し、本件広告及び代理店素材につき、著作権、商標権等の知的財産権侵害、

名誉、信用、プライバシー及び肖像権等の人格権侵害をしていないこと及び代理店が本件広告

の掲載を当社に依頼する正当な権限を有していることを保証する。万一、本件広告及び代理店

素材に関し、権利の主張、異議、苦情、損害賠償請求等、何らかの請求が行われた場合、弁護

士費用を含め、代理店は単独で又は広告主と連帯して、自己の責任と負担においてこれを処理

し、当社に一切の迷惑、損害を及ぼさないものとする。但し、当社の責めに起因する場合はこ

の限りではない。 



2．当社は代理店に対し、本件制作コンテンツ及び本件タイアップページ（代理店素材使用箇所、

及び本件媒体ユーザーを含む利用者のコメント等の当社が主体的に関与していない箇所は除

く。以下本項において同じ）につき、著作権、商標権等の知的財産権侵害、名誉、信用、プ

ライバシー及び肖像権等の人格権侵害をしていないことを保証する。万一、本件制作コンテ

ンツ及び本件タイアップページに関し、権利の主張、異議、苦情、損害賠償請求等、何らか

の請求が行われた場合、弁護士費用を含め、当社は、自己の責任と負担においてこれを処理

し、代理店に一切の迷惑、損害を及ぼさないものとする。但し、代理店の責めに起因する場

合はこの限りではない。 

3．当社は、本件広告又は代理店素材の内容が第三者の権利を侵害している又は法令に違反して

いるとして第三者から通報を受け、又は自らそのおそれが高いと合理的理由をもって判断し

た場合は、代理店に通知し、当該違反が是正されるまで本件広告又は代理店素材にかかわる

本件サービスを一時的に停止することができる。この場合、当社は代理店に対し損害賠償を

含め一切の義務を負わないものとする。 

第１５条（委託） 

当社は、本規約の業務の全部又は一部を、自己の費用と責任をもって、第三者に委託すること

ができる。この場合、当社は、再委託先に対して本規約において自己が負う義務と同等の義務

を負わせるものとし、再委託先の行為について連帯して責任を負うものとする。 

2．代理店は、事前に当社の承諾を得ることにより、本規約の業務の全部又は一部を、自己の費

用と責任をもって、第三者に委託することができる。この場合、代理店は、再委託先に対し

て本規約において自己が負う義務と同等の義務を負わせるものとし、再委託先の行為につい

て連帯して責任を負うものとする。 

3．前項に基づき代理店が再委託を行う場合、当社において当該第三者に再委託することが不適

切となる合理的な理由が存する場合、当社は代理店に、その理由を通知することにより、当

該第三者に対する再委託の中止を請求することができ、代理店はこれに従うものとする。 

第１６条（本規約の有効期間等） 

本規約の有効期間は、当社が代理店の申込みを承諾した日から１年間とする。但し、期間満了

の１ヶ月前までに代理店又は当社から別段の意思表示がない限り、同一条件にて更に１年間本

規約を延長するものとし、以後も同様とする。 

2．本規約の終了時に未履行の債務がある場合には、当該債務の履行が完了するまで、なお、当

該債務に関しては本規約が適用される。 

3．本規約終了後（終了の原因は問わない）といえども、第８条第３項から第４項、第９条（未

払の範囲に限る）、第１２条から第１４条まで、第１９条第２項、第２０条、第２２条、第

２４条、第２５条及び本条第２項・第３項の規定は、本規約終了後も有効とする。なお、第

１１条の規定は本規約終了後３年間有効に存続するものとする。 



第１７条（契約の解除） 

代理店又は当社が、以下の各号の一に該当する場合には、該当当事者の相手方に対する全ての

債務（本規約・個別契約による債務に限定されない）は、当然に期限の利益を喪失し、該当当

事者は直ちに債務全額を現金にて相手方に支払うものとする。 

（1）第９条に定める支払義務に違反したとき 

（2）本規約・個別契約に違反し、又は相手方に対する債務の全部若しくは一部を履行せず

（但し、第９条に定める支払義務の違反を除く）、相手方が相当の期間を定めて催告をし

たにもかかわらず、当該期間内に是正又は履行しないとき 

（3）差押え、仮差押え、仮処分、強制執行若しくは競売の申立てがあったとき、又は租税滞

納処分を受けたとき 

（4）破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始、特別清算開始、特定調停の申立

があったとき、若しくはこれらのための保全手続の申立があったとき、又は清算手続きに

入ったとき 

（5）本規約を継続しがたい重大な背信行為を行ったとき 

（6）営業の廃止、休止、全部若しくは重要な一部の譲渡を決議したとき、又は合併によらず

解散（法令に基づく解散も含む。）したとき 

（7）支払停止若しくは支払不能の状態に陥ったとき、又は自ら振出し若しくは引受けた手形、

小切手の不渡りがあったとき 

（8）関係官庁から営業停止処分又は営業許可、営業免許等の取消処分を受けたとき 

（9）自己の責めに帰すべき事由により、相手方、本件媒体、本件サービス又は本件広告に関

わる顧客の信用を著しく失墜させたとき 

（10）主要な株主又は経営陣の変更がなされ、相手方が本規約を継続することを合理的な理

由に基づき不適当と判断したとき 

（11）その他、財産状態が悪化し又はその恐れがあると認められる相当の事由があるとき 

2．相手方が、前項各号の一に該当する場合、代理店又は当社は、相手方に対する何らの通知、

催告なしに、直ちに本規約・個別契約及び代理店と当社との間の他の契約の全部又は一部に

つき履行を停止し、又は契約を解除して、それによる損害額を相手方に請求できるものとす

る。 

3．前項による解除その他事由の如何を問わず本規約または個別契約が期間満了前に終了した場

合、代理店は当社に対し、終了の日までに完了した業務の割合に応じた対価、当社が広告掲

載のために支出した費用、または第三者に対して支払うべきキャンセル料等の本件サービス

の提供目的で負担した一切の費用を支払うものとする。なお、当該費用の支払いを行った場

合であっても、別途当社から代理店への損害賠償の請求は妨げられないものとする。 



第１８条（反社会的勢力の関与） 

前条の規定にもかかわらず、代理店、代理店の親会社及び代理店の子会社（代理店がその議決

権付株式の過半数を直接又は間接に保有する会社をいう）・関連会社（会社計算規則（平成１

８年２月７日法務省令第１３号）で定義するものをいう、以下これらを合わせて代理店等とい

う）、代理店の特別利害関係者（企業内容等の開示に関する内閣府令第１条第３１号イに規定

するものをいう、以下同じ）、代理店等の役員・従業員、代理店の主要な株主又は代理店等の

取引先（その役員・従業員を含む）等が、暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企

業、総会屋、社会運動標榜ゴロ、政治活動標榜ゴロ、特殊知能暴力集団、及びこれらに準じる

もの（以下「反社会的勢力」という）に該当し、又は関与（これらの者に関与を受けている場

合を含み、また、直接か間接かを問わない。）していると合理的に疑われる場合には、当社は、

本規約の期間中いつでも、書面その他合理的と認められる方法により代理店に解除する旨を通

知することにより、代理店の同意なく本規約及び個別契約を直ちに解除することができるもの

とする。かかる場合において、当社は、かかる疑いの内容及び根拠に関し、代理店等に対して

何ら説明し又は開示する義務を負わないものとし、かつ、かかる解除に起因し又は関連して代

理店等に損害等が生じた場合であっても、かかる損害等について何ら責任を負わないものとす

る。なお、本条にもとづき本規約及び個別契約が解除された場合においても、代理店及び当社

は、第９条に規定する支払等の金額について清算を行うものとする。 

第１９条（広告掲載等の停止・変更・終了） 

当社は、システムメンテナンス、システム上の不具合、停電、天災地変、第三者によるデータ

への不正アクセス、その他事由の如何を問わず、本件サービスの提供を一時的に停止する場合

（遅延を含む）があるものとし、代理店は予めこれを承諾する。 

2．当社は、前項の場合、予見可能性の有無にかかわらず、本件サービスの維持管理に必要なメ

ンテナンスによる場合及び当社の故意・重過失による場合を除き、代理店及び広告主が損害

を蒙ったとしてもその損害の賠償の一切を免除されるものとする。 

3．当社は、本件サービスの内容の全部又は重要な一部を変更し、又は終了させる場合であって、

かつ、それにより代理店の業務に支障が生じるおそれがあると認められる場合には、原則と

して予め代理店に対して変更内容、終了時期等を説明するものとする。 

4．代理店又は広告主が、当社と協議のうえ決定した本件サービスの提供に係る進行スケジュー

ルに対し、本件広告、代理店素材等の提出その他本件サービスの提供に必要な対応を遅延し

た場合、個別契約に定める配信日での配信ができない場合があるものとし、その場合には当

社は一切責任を負わないものとする。なお、当該遅延により当社に生じた追加費用その他の

損害について、当社は代理店又は広告主に対して請求できるものとする。 

5．代理店による掲載料金・制作費等の支払遅延が発生した場合、当社は本件サービスの提供を

停止、または終了することがある。 

6．代理店は、誘導先 URL の正常性について自己の責任と費用で管理するものとし、前二項の場



合その他代理店の責により本件サービスが提供されない場合（代理店が指定した誘導先 URL

のリンク切れ、ウェブサイトの不具合又はサーバーダウン等による事由を含む）には、当社

は何らの責任を負わないものとし、また掲載料金・制作費等の返金・減額、掲載期間の延長

又は代替となる配信も行われないものとする。 

7．代理店は、本件媒体上の広告枠の構成、広告枠の優先順位の見直し、又は新たな広告メニュ

ー導入、施策実施との兼ね合い等により、本件広告が特定日に配信されない場合があること

を予め承諾する。この場合、当社は当該事実を合理的な期間内に代理店へ通知するものとし、

代理店はこれを理由として掲載料金その他支払済金の返金・減額等を請求しないものとする。 

8．当社は、前項により通常の本件広告の配信量が一時的に減少した又は特定日の配信が行われ

ない等の事象が生じた場合であっても、個別契約に定める掲載期間全体を通じて個別契約に

定める保証インプレッション数を充足させるよう合理的な調整を行うことをもって、本件サ

ービスの提供義務を履行したものとみなす。 

第２０条（責任の範囲） 

いかなる場合においても、本規約に関連して代理店又は当社が相手方に対して負担する損害賠

償額及び補償額の合計額は、損害発生の原因となった個別契約のうち、当該損害が発生した商

品（本件広告掲載や本件制作コンテンツ・本件タイアップページ等の個々のサービスを指す）

について、代理店が当社に対して支払った対価の総額を超えないものとする。ただし、代理店

又は当社の故意又は重過失により損害が生じた場合はこの限りではない。 

2．前項にもかかわらず、代理店又は当社は、相手方に対して、当事者の責めに帰すことができ

ない事由から生じた損害、当事者の予見の有無を問わず特別事情により生じた損害、逸失利

益、間接損害については一切責任を負わないものとする。ただし、代理店又は当社の故意又

は重過失により損害が生じた場合はこの限りではない。 

3．代理店は、本件サービスを利用して外部のサービスへ利用者を誘導する場合でも、代理店の

単独の責任でのもとで行われるものであることを認識し、誘導の結果、利用者を含む第三者

からのクレーム、外部サービスのプラットフォーマーによる不利益な取り扱い及びその他の

不利益を代理店が受けた場合でも、当社は一切責任を負わないものとする。 

第２１条（導入事例） 

当社は、代理店の事前の承諾を得ることにより、広告主が本件サービスを導入・利用した事実、

及びその内容（導入効果や活用事例等）について、当社の営業活動・広報活動等の目的で、企

業名、ロゴ、導入背景・目的、活用状況、効果等を事例紹介として、Web サイト、提案資料、パ

ンフレット、SNS その他各種媒体に掲載・公表できる。ただし、事前に代理店が非公開として指

定した情報を除く。 

第２２条（譲渡等の禁止） 

代理店及び当社は、第１５条に基づく場合を除き、相手方の事前の書面による承諾を得ない限



り、本規約又は個別契約の地位及び本規約又は個別契約に基づく一切の権利又は義務の全部又

は一部を譲渡し、承継し、引き受けさせ、若しくは担保に供する等、一切の処分をしてはなら

ない。 

第２３条（本規約の変更） 

当社は、本件サービスの内容、提供条件、運用方法、法令若しくはガイドライン等の変更、社

会情勢、経済情勢その他の事情により必要があると判断した場合、本規約を変更することがで

きるものとする。 

2．当社は、前項に基づき本規約を変更する場合には、変更後の本規約の効力発生日の３０日前

までに、変更後の本規約の内容及び効力発生日を、当社所定のウェブサイトへの掲載、電子

メールの送信その他当社が適当と判断する方法により代理店に通知又は周知するものとする。 

3．前項の定めにかかわらず、法令若しくはガイドライン等の変更への対応、行政機関若しくは

司法機関の命令・要請への対応、本件サービスの仕様変更、セキュリティ上の理由その他や

むを得ない事由により速やかに本規約を変更する必要がある場合には、当社は、前項に定め

る期間を短縮し、又は変更後速やかに代理店に通知若しくは周知することにより、本規約を

変更することができるものとする。 

4．変更後の本規約は、第２項又は前項に基づき定められた効力発生日から、代理店と当社との

間の本規約及び当該効力発生日以後に成立する個別契約に適用されるものとする。ただし、

変更前に成立した個別契約において個別に合意された掲載料金、掲載期間、保証インプレッ

ション数その他の重要な取引条件については、当社が別途明示した場合を除き、変更後の本

規約による影響を受けないものとする。 

第２４条（管轄裁判所） 

本規約に関する訴訟については、東京地方裁判所又は東京簡易裁判所をもって第一審の専属的

合意管轄裁判所とする。 

第２５条（準拠法） 

代理店及び当社は、国内外の諸法令及び諸規則を遵守しこれに従うものとし、本規約の準拠法

は日本法とする。 

第２６条（誠実協議） 

本規約に定めの無い事項又は解釈に疑義が生じた事項については、その都度代理店と当社で誠

意をもって協議し円満に解決するものとする。 

 

 

2026年 7月制定 


